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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・長崎県の防災行政無線システムは地上系回線と衛星系回線で構築され、相互に補完し運用している。
・地上系の機器については昨年度、新県庁舎の建設に併せて更新を実施した。
・防災情報端末は、県庁、県出先（振興局等）、市町、消防機関、防災航空センターに設置をしている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・防災情報システムの改修については、整備後１０年を経過しており担当者が操作に慣れていることから、既存のソフトを改修して画面構成や操作性を変えないようにした。
・Ｌアラートの導入については、当初端末を分ける事も検討したが、同じ情報を２度入力することとなり担当者の負担が増えるとともに、パソコンも２台必要となるため既存の防災情報システムと連携させることとした。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・昨年度の整備事業では防災情報端末に、既存の「一斉指令機能」および「気象情報機能」に加えて、「映像情報」および「Ｌアラート連携」の新しい機能を付加して災害対応能力の向上を図った。
・防災情報端末で視聴が可能な映像情報については、県内の中継所や振興局に設置するライブカメラ映像、防災ヘリのヘリテレ映像、職員が撮影したハンディカメラ映像がある。
・ライブカメラの映像については、整備前は２映像でしたが、カメラを増設して９映像を視聴可能とした。
・また、ヘリテレの映像については、基地局を１局増設して不感地域を無くし、撮影可能エリアをほぼ県内全域としている。
・そのため、防災情報端末は映像情報を加えたことでモニターを２台としている。 
・Ｌアラートについては、前述のとおり既存の防災情報用のソフトを改修して連携をおこなっている。
・なお、Ｌアラートへの掲載を確認するためコモンズビューワを備えた専用端末１台を県庁の防災対策室に設置している。


B K EHR > R T LDOBEE (2)

BB KIEHR S AT L

L kmEmERE  — 2 J
|
Y E L DA
- [emes - mxmm — & a M %
Fﬁ PRLE ~
i)} SRT L SR B MRS [ L—%HP%<J>
[ swmms — | |
BE
B WEHR —
BEHEOHKERS X T L
L xmEmERR 2 J
. grryrrrannll I
NEETER WyEELOEE | —
= ,;
| T mmmmm O ' ="
Bl mmem H [ mPE
& A '
&S smoe — —> RE



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・旧防災情報システムでは、市町から報告のあった避難勧告・指示情報や避難所情報などを取りまとめ、定時で取りまとめ結果を資料として報道機関に提供したり、県HP等に掲載していた。
・Lアラート導入前は避難勧告・指示情報や避難所情報など速報性が求められる情報についても県からの報告は定時の情報提供のみであったため、タイムラグが生じていた。
・防災情報システムを更新し、Lアラートと連携した後は、従来どおり市町からの報告を取りまとめ資料として提供する一方で、避難勧告・指示情報など速報性が求められる情報については、Lアラートを通じて、随時、発信している。



Bh X EHER > R T Lt BIE E 5

L7 S—hiiE

T T

Jm

é

EENBEHDE, RAREERIISVT
L7 S5— hRiE) &R

XKEF O EHERE. MEIMOERE. L7 5— FEETEE



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・防災情報システムの構成画面の一例である。
・Lアラートへの発信方法は市町がまず県に報告し、県が内容を確認後、Lアラートに発信することとなっている。
・なお、お知らせ情報については市町から直接、Lアラートに発信できるようになっている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・防災情報システムによりＬアラートへ発信する情報は、①災害対策本部設置状況、②避難勧告・指示情報、③避難所情報、④被害情報、⑤お知らせの５項目がある。
・前述のとおり、①から④までの災害に関する情報は県で確認をおこない、Ｌアラートへ発信するが、⑤お知らせ情報については県で確認処理はおこなわずに各機関で入力し送信したものが直接Ｌアラートへ発信される。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・防災情報システムの高度再整備事業の開示からLアラート運用開始までの流れについて説明する
・平成26年6月～平成27年1月まで基本設計をおこなった
・平成27年6月～平成28年3月まで実施設計をおこなった
・平成28年10月～防災情報システムの更新を含む防災行政無線の高度再整備における工事を開始し、平成30年3月に工事が完了した
・平成29年7月27日、28日に第1回Lアラート導入説明会を実施した。
・第1回目の導入説明会では、報道機関と市町で開催日を分けて実施し、それぞれLアラートや導入スケジュール、県で構築するシステムの概要などについて説明した（市町にはシステムの操作方法も説明）
・報道機関からはLアラートの利用申請や詳細なスケジュール、市町からはシステムの具体的な仕様やLアラート開始後の運用に関して質問があった。
・平成29年11月には新県庁舎が完成し、翌年1月にはシステムも含めて新県庁舎への移転が完了した。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・防災情報システムの更新が概ね終了した平成29年12月に県、市町で運用側の入力訓練を実施した
・防災情報システムの入力内容の正確性を向上させることが目的であった
・本部設置から解散までの一連の災害対応を想定し、入力確認をおこなった
・しかし、途中でシステム上の不具合により入力障害が発生した
・後日、原因を調査の上、対処したが、第1回訓練では、最後まで入力できない市町が多かったため、平成30年2月に再度、訓練を実施した
・Lアラート運用開始後の入力想定を盛り込んだ訓練シナリオを作成した
・入力誤り（同一地区に避難勧告と指示を両方発令など）をあえてシナリオに組み込み、修正方法なども確認した
・平成30年2月27日に第2回Lアラート導入説明会を実施した
・第2回目の導入説明会は報道機関と市町と一緒に実施し、NHKの方を招いてLアラート活用状況を説明してもらったり、全国的に誤りの多い事例や本県での運用方法に係る留意事項を説明した
・すでにLアラートを活用している報道機関の生の声を聞けたなど有意義な説明会であった
・ただ、運用の留意事項は導入前では具体的にイメージしづらいという失敗もあった
・平成30年3月には県、報道機関で訓練用環境を使用して、避難情報などの送受信が問題なく行われるか確認するため、疎通テストを実施した
・平成30年4月には各機関担当者の異動による操作確認も含んだ市町が県を経由して発信した情報を報道機関が確認するという一連の流れをシナリオに沿って実施した
・平成30年5月1日にLアラートによる防災情報の提供を開始した
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・平成30年7月豪雨において本県で初めて特別警報が発令されたが、幸いにして本県では人的被害は発生せず、全国的な被害状況と比べると被害は少なかった。
・本県で5月1日にLアラートを運用開始して以降、県本部を設置し、Lアラートに発信したのは6月28日が初めてであった。
・本県において平成30年6月28日から7月8日までにLアラートで発信した災害情報の発信件数は｢被害状況｣が61件、｢避難勧告・指示情報｣が243件、｢避難所情報｣は70件となった。
・また、今回の豪雨では、避難勧告・指示情報の発令時刻とLアラートへの発信時刻にタイムラグがあり、全37件のうち約半数が実際の発令時刻から30分以上遅れてLアラートに発信したという結果となった。
・その理由としては、5月に運用を開始したばかりで職員が操作になれていないこと（→県で一度確認をして発信するため、誤りがあれば差し戻しを行うため発信に時間が掛かった）や市町におけるLアラートへの発信の優先順位がまだ低いこと、市町職員の人手不足により他の業務に時間を割かれたことなどが考えられる。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・今回の豪雨で特別警報が発令された市町における避難勧告・指示情報の発令状況とピーク時の市町指定避難所への実避難者数を表にしたものです。
・今回、特別警報が発令された市町ではもれなく避難情報が発令されたが、実際に避難した人数は避難対象人数の約0.2％に留まった。
・一概に避難所への避難が安全であるとは言えないが、Lアラートでの発信はもちろん防災行政無線やHP、SNSなどで伝達された防災情報が実際の避難行動に結びついていない可能性があり、今後の課題である。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・前述のとおり、防災情報システムで市町が入力した情報は、一度、県で確認し、県が発信しなければ、Lアラートに発信できない。
・そのため、県本部が設置されていない場合、夜間・休日などは防災情報システムを操作可能な職員が常駐しておらず、市町が発令した避難勧告・指示情報や開設した避難所情報がすぐにLアラートで発信されない。
・6月20日に県内でがけ崩れが発生し、そのがけ崩れが発生した地域で避難勧告が発令されたが、休日のため、Lアラートへの発信は翌日となった。
・FAXなどLアラート以外での情報提供も含めて、今後の対応を考えている。

・防災情報システムを改修する際に既設端末の操作性や仕様を継承した上で、Lアラートを連携させた。
・市町職員の操作性はほとんど変わらないため、違和感なく従来どおりに操作できるという利点がある。
・一方で、県が一度確認して、間違っていれば差し戻し等を行うため、誤った情報を入力しても県から指摘された後に修正すれば問題ないという姿勢がまだあるように思う。
・県で差し戻し等を行うとその分、Lアラートへの発信が遅れ、タイムラグが生じてしまう。また、市町で再入力が必要なことから負担も増える。
・防災情報システムの操作訓練を定期的に実施し、市町職員の習熟度の向上に取り組んでいきたい。


SRDFEAE (2)

________________________________________

MAKEOTH L EOTLT 5— MIHRETESAMKIFHR AT LIEN
KEBBICULAERE SN TR,

EREMNS BRI FBEIMIICEKDEAR b - BBEHRORENE L U,
x71-. HEMNSHEEEDOBE LMEELGZ W6, KFEBEKXERE
BFFICEHRER RN DEHRZFKIET HF. HEBEMREIZENDSDIC
FERA BN >TLED,



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・熊本地震でも｢お知らせ情報｣で水道（給水・復旧等）やごみ処理、無料法律相談など防災部局以外からも多種多様な情報が発信された。
・平常時から「お知らせ情報」の使い方に慣れておけば、大規模災害発生時にスムーズに活用することが可能である。
・ただし、本県では県だけではなく市町も含めて防災部局にしか専用端末が設置されていない。
・そのため、防災部局の職員以外が操作することが難しく、平時から｢お知らせ情報｣によるイベント・観光情報の発信もできない。
・大規模災害時に防災部局以外の情報を発信する際、担当職員が操作に慣れるのに時間が掛かってしまう。
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